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ＪＡＳＤＡＱ市場におけるマーケットメイク制度に関する手数料等の見直しに伴う「店

頭売買有価証券の売買その他の取引に関する規則」（公正慣習規則第１号の２）等の一

部改正について 
 

平成 16 年９月 29 日 
日 本 証 券 業 協 会 

 
 
１． 改正の趣旨 
 現在、本協会及び JASDAQ市場の運営会社である㈱ジャスダックでは、マーケット
メイク制度を中核とする市場構築を図るとともに、併せて、証券取引所の創設に向け

た準備を進めているところである。 
そこで、マーケットメイク銘柄数及びマーケットメイカー数の増加により、マーケ

ットメイク制度の活性化を図る観点から、マーケットメイク銘柄の発行会社及びマー

ケットメイカーに対する手数料の軽減を実施するため、「店頭売買有価証券の売買その

他の取引に関する規則」（公正慣習規則第 1号の 2）等について、所要の整備を行うこ
ととする。 

 
 
２． 改正の骨子 
（１）「店頭売買有価証券の売買その他の取引に関する規則」（公正慣習規則第１号の２）

の一部改正について 
・ マーケットメイカーの支払う店頭売買取引負担金の軽減 
マーケットメイカーは、ＪＡＳＤＡＱ売買システム又はＪＡＳＤＡＱマーケッ

トメイクシステムを通じて発注した注文に基づき成立した取引に係る店頭売買取

引負担金から、当該マーケットメイクシステムを通じて提示した気配に基づき成

立した取引の合計額に係る店頭売買取引負担金に相当する金額の二分の一の額を

控除して、支払うものとする。           （規則第 11条の２新設） 
 

（２）「「店頭売買有価証券の登録等に関する規則」に関する細則」の一部改正について 
・ マーケットメイク銘柄に対する登録料等の軽減について 
① 登録日において、マーケットメイク銘柄として指定された登録銘柄又は店頭転

換社債型新株予約権付社債の登録料をそれぞれ 200万円又は 30万円に減額す
るものとする。              （細則第 9条の 2第 1項新設） 
 
（注）ただし、登録日から１年を経過する日までの間にマーケットメイク銘柄と

しての指定を取り消された場合には、登録料の減額分を遅滞なく支払うも

のとする。              （細則第 9条の 2第 2項新設） 
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② マーケットメイク銘柄として指定された登録銘柄又は店頭転換社債型新株予

約権付社債の発行会社が支払う登録管理料については、現行の所定の金額から、

それぞれ二分の一の金額に、減額するものとする。 
（細則第 9条の 2第 3項新設） 
 

（注）施行日以後、新たにマーケットメイク銘柄の指定を受けた登録銘柄又は店

頭転換社債型新株予約権付社債の発行会社が、当該指定を受けた日から翌

３月 31 日までの間、継続して、マーケットメイク銘柄として指定を受け
ている場合には、当該翌３月 31 日を基準とする計算期間に限り登録管理
料を徴収しないものとする。       （細則第 9条の 2第 4項新設） 

 
 

３． 施行時期 
この改正は、平成 16年９月 30日から施行し、２（１）の改正は、９月１日以後に

行われる売買取引（本年 10 月請求分）から、また、２（２）の改正は、本年９月１
日以後に支払いが行われるものから、それぞれ適用する。 
 

 
以 上 
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「店頭売買有価証券の売買その他の取引に関する規則」（公正慣習規則第１号の２）

の一部改正について 
平成 16年 9月 29日 
（下線部分変更） 

新 旧 
 
（店頭売買取引負担金） 
第 11条 会員は、ＪＡＳＤＡＱ売買システム又
はＪＡＳＤＡＱマーケットメイクシステムを

通じて行われた店頭売買取引に関し、細則に定

める額の店頭売買取引負担金を第 55条第 3項
に規定する方法により支払わなければならな

い。ただし、この場合において、本協会は、当

該細則に定める額の毎月の合計額から、クリア

リング機構の規則に基づき計算される清算手

数料（細則に定める清算手数料をいう。以下第

47条第５項において同じ。）に相当する額を控
除するものとする。 

 
（店頭売買取引負担金） 
第 11 条 （ 省 略 ） 
 

２ 前項に規定する店頭売買取引のうち、マーケ

ットメイカーが第2条第2号に規定する義務を
履行するためにＪＡＳＤＡＱマーケットメイ

クシステムを通じて行うマーケットメイク銘

柄の売買については、前項本文の規定を適用し

ない。 
 

２    （ 省 略 ） 

（マーケットメイカーに係る店頭売買取引負担

金の特例） 
第 11条の２ 

本協会は、会員がマーケットメイカーである

場合には、前条の規定に基づき当該マーケット

メイカーが支払わなければならない店頭売買

取引負担金の金額から、前条第２項の規定によ

り支払いを免除される額の二分の一に相当す

る金額を控除するものとする。ただし、当該控

除される金額は細則に定める方法により算出

される店頭売買取引負担金の額を限度とする。

（ 新 設 ） 

 
付  則 

 この改正は、平成 16年 9月 30日から施行し、平
成 16年 9月 1日以後に行われる店頭売買取引に係
る店頭売買取引負担金から適用する。 
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「店頭売買有価証券の登録等に関する規則」に関する細則の一部改正について 
 

平成 16年 9月 29日 
（下線部分変更） 

新 旧 
 
（登録料等の額等の取扱い） 
第９条 規則第 9条第 1項に規定する登録銘柄の
登録料及び登録管理料については、次の各号に

定めるところによる。 
１ 金額 
イ 登録料  600 万円（ただし、規則第５
条第２項第１号に規定する場合にあっては

150 万円とし、規則第５条第２項第２号、
第３号及び第４号に規定する場合にあって

は 300万円とする。） 

 
（登録料等の額等の取扱い） 
第９条  （ 省 略 ） 

ロ 登録管理料（年額） 
(ｲ) 本協会の登録原簿に登録された株式
数（以下「登録株式数」という。）が１万

単元（単元株制度を採用しない場合には、

「単元」を「株」と読み替える。以下同

じ。）未満の場合       72万円 
(ﾛ) 登録株式数が１万単元以上３万単元
未満の場合    84万円 

(ﾊ) 登録株式数が３万単元以上５万単元
未満の場合    96万円 

(ﾆ) 登録株式数が５万単元以上７万単元
未満の場合   108万円 

(ﾎ) 登録株式数が７万単元以上９万単元
未満の場合   120万円 

(ﾍ ) 登録株式数が９万単元以上の場合
132万円 

(ﾄ) 登録管理料の計算は、３月 31 日現在
における登録株式数を基準とする。ただ

し、登録申請をしようとする銘柄の発行

会社については、登録日における登録株

式数を基準とする。 
(ﾁ) 登録管理料の計算期間は、４月１日か
ら翌年３月 31日までとし、計算期間の中
途で登録を受けた場合は、当該登録を受

けた月を含め月数按分により計算した額

とする。 
(ﾘ) 規則第５条第２項第２号、第３号及び
第４号により登録する会社が登録時にお
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新 旧 
いて支払うべき登録管理料については、

合併又は株式交換若しくは株式移転又は

人的分割前の登録銘柄の発行会社が支払

った登録管理料をもってこれを支払った

ものとする。 

 
 
 
 

 

２ 支払期日 
登録料    登録日から 10 営業日以内の
日で本協会が指定する日 
登録管理料  毎年５月 31日 
（ただし、計算期間の中途で登録を受けた

場合は、当該登録日から 10営業日以内の日
で本協会が指定する日） 

 

３ 支払方法 
  登録銘柄の発行会社は、登録料及び登録管

理料を本協会が定める方法により前号に定め

る期日までに支払うものとする。なお、支払

われた登録料及び登録管理料は、理由の如何

を問わず返戻しないこととする。 

 

２ 規則第 25 条の３に規定する店頭転換社債型
新株予約権付社債の登録料及び登録管理料につ

いては、次の各号に定めるところによる。 
１ 金額 
イ 登録料  100万円 
ロ 登録管理料（年額） 
本協会の登録原簿に登録された額面の総額

のうち 
(ｲ) ５億円以下の金額につき 25万円 
(ﾛ) ５億円を超え 50 億円以下の金額につ
き ２億 5000 万円以下を増すごとに４
万円 

(ﾊ) 50億円を超え 500億円以下の金額につ
き 25億円以下を増すごとに４万円 

(ﾆ) 500 億円を超える金額につき 250 億
円以下を増すごとに４万円 

２    （ 省 略 ） 
 
 

 

(ﾎ) 登録管理料の計算は、３月 31 日現在
における登録額面総額を基準とする。た

だし、登録申請をしようとする転換社債

型新株予約権付社債については、登録日

における登録額面総額を基準とする。 
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新 旧 
(ﾍ) 登録管理料の計算期間は、４月１日か
ら翌年３月 31日までとし、計算期間の中
途で登録を受けた場合は、当該登録を受

けた月を含め月数按分により計算した額

とする。 
(ﾄ) 規則第 24 条第３項第１号、第３号、
第４号、第６号及び第４項により登録す

る転換社債型新株予約権付社債の発行会

社が登録時において支払うべき登録管理

料については、合併、分割又は株式交換

若しくは株式移転前の登録会社が支払っ

た登録管理料をもってこれを支払ったも

のとする。 

 

２ 支払期日 
登録料    登録日から 10 営業日以内の
日で本協会が指定する日 
登録管理料  毎年５月 31日 
（ただし、計算期間の中途で登録を受けた場

合は、当該登録日から 10営業日以内の日で本
協会が指定する日） 

 

３ 支払方法 
店頭転換社債型新株予約権付社債の発行会

社は、登録料及び登録管理料を本協会が定め

る方法により前号に定める期日までに支払う

ものとする。なお、支払われた登録料及び登

録管理料は、理由の如何を問わず返戻しない

こととする。 

 

（マーケットメイク銘柄に係る登録料等の額等

の取扱いの特例） 
第９条の２ 前条第１項第１号イ（ただし書が適

用される場合を除く。）又は同条第２項第１号イ

の規定にかかわらず、登録日において、マーケ

ットメイク銘柄（売買規則第２条第３号に規定

するマーケットメイク銘柄をいう。以下同じ。）

として指定された登録銘柄又は店頭転換社債型

新株予約権付社債の発行会社が支払う登録料の

金額については、それぞれ、200万円又は 30万
円とする。 

 

（ 新 設 ） 

２ 前項の適用を受けた登録銘柄又は店頭転換社

債型新株予約権付社債の発行会社が、登録日か

ら１年を経過する日までの間にマーケットメイ

（ 新 設 ） 
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新 旧 
ク銘柄としての指定を取り消された場合には、

当該発行会社は、登録料の減額分に相当する金

額を、本協会が定める方法により、遅滞なく、

支払うものとする。 
 
３ 登録管理料の計算の基準となる日において、

マーケットメイク銘柄として指定されている登

録銘柄又は店頭転換社債型新株予約権付社債の

発行会社が支払う登録管理料の金額は、前条第

１項第１号ロ又は同条第２項第１号ロの規定に

基づいて算出される登録管理料の金額の二分の

一の額とする。 
 

（ 新 設 ） 

４ 新たにマーケットメイク銘柄の指定を受けた

登録銘柄又は店頭転換社債型新株予約権付社

債の発行会社が、当該指定を受けた日から翌３

月 31 日までの間において、継続して、マーケ
ットメイク銘柄として指定を受けている場合

には、本協会は、前条第１項第３号、同条第２

項第３号及び前項の規定にかかわらず、当該翌

３月３１日を基準とする計算期間に係る登録

管理料を徴収しないものとする。 

（ 新 設 ） 

 
付  則 

 
１ この改正は、平成 16年 9月 30日から施行し、
第９条の 2第 1項から第 3項までの規定は、平成
16年 9月 1日以後に支払期日が到来する登録料及
び登録管理料から適用するものとする。この場合

において、第９条第１項第３号及び同条第２項第

３号のなお書の規定は適用しないものとする。 
２ 第 9条の 2第 4項の規定は、施行日以後新たに
マーケットメイク銘柄の指定を受けた登録銘柄又

は店頭転換社債型新株予約権付社債の発行会社に

対して適用するものとする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 


